
貸借対照表
［2025年3⽉31⽇現在］ （単位︓千円）

科 ⽬ ⾦ 額 科 ⽬ ⾦ 額
資産の部 負債の部
流動資産 流動負債

現⾦及び預⾦ 725,116 ⼯事未払⾦ 4,306,177 
預け⾦ 6,899,733 買掛⾦ 5,290,744 
受取⼿形 29,388 未払⾦ 2,058,574 
完成⼯事未収⼊⾦ 11,523,241 未払費⽤ 3,517,288 
売掛⾦ 14,157,923 未払役員賞与 64,740 
契約資産 384,872 未払法⼈税等 1,366,870 
商品及び製品 250,781 未払消費税等 1,546,332 
未成⼯事⽀出⾦ 341,163 契約負債 2,264,269 
仕掛品 2,261,083 預り⾦ 2,017,158 
原材料及び貯蔵品 1,846 商品修理引当⾦ 9,991 
前払費⽤ 53,363 株式報酬引当⾦ 34,647 
未収⼊⾦ 479,332 その他 22,138 
前渡⾦ 1,679 流動負債合計 22,498,932 
短期貸付⾦ 875,000 固定負債
その他 8,978 株式報酬引当⾦ 22,906 
貸倒引当⾦ △ 13,446 資産除去債務 44,482 
流動資産合計 37,980,059 固定負債合計 67,389 

固定資産 負 債 合 計 22,566,322 
有形固定資産 純資産の部

建物(純額) 186,728 株主資本
構築物(純額) 21,410 資本⾦ 3,942,150 
機械及び装置(純額) 123 資本剰余⾦
⼯具、器具及び備品(純額) 342,473 資本準備⾦ 3,635,150 
建設仮勘定 20,158 資本剰余⾦合計 3,635,150 
有形固定資産合計 570,894 利益剰余⾦

無形固定資産 利益準備⾦ 404,280 
ソフトウェア 202,605 その他利益剰余⾦
その他 10,152 繰越利益剰余⾦ 10,346,597 
無形固定資産合計 212,757 利益剰余⾦合計 10,750,877 

投資その他の資産 株主資本合計 18,328,177 
投資有価証券 116,063 評価・換算差額等
関係会社株式 301,103 その他有価証券評価差額⾦ 5,794 
⻑期保証⾦ 124,759 評価・換算差額等合計 5,794 
前払年⾦費⽤ 1,075,398 
繰延税⾦資産 513,290 
その他 5,967 
投資その他の資産合計 2,136,582 
固定資産合計 2,920,234 純 資 産 合 計 18,333,971 

資産合計 40,900,293 負債純資産合計 40,900,293 
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損益計算書

［⾃　2024年4⽉1⽇　⾄　2025年3⽉31⽇］ （単位︓千円）
科 ⽬ ⾦ 額

売上⾼
完成⼯事⾼ 22,852,606
兼業事業売上⾼ 39,376,585
売上⾼合計 62,229,191

売上原価
完成⼯事原価 16,888,867
兼業事業売上原価 30,584,318
売上原価合計 47,473,186

売上総利益
完成⼯事総利益 5,963,739
兼業事業総利益 8,792,266
売上総利益合計 14,756,005

販売費及び⼀般管理費 7,914,654
営業利益 6,841,350
営業外収益

受取利息配当⾦ 39,038
その他の⾦融収益 56
営業外収益合計 39,094

営業外費⽤
⽀払利息 1,803
為替差損 2,184
営業外費⽤合計 3,988

経常利益 6,876,457
特別損失

事業構造改善費⽤ 141,950
特別損失合計 141,950

税引前当期純利益 6,734,507
法⼈税、住⺠税及び事業税 2,179,492
法⼈税等調整額 △ 47,367
法⼈税等合計 2,132,125
当期純利益 4,602,382
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[⾃　2024年4⽉ 1⽇   ⾄　2025年3⽉31⽇] （単位︓千円）

そ の 他 利 益
剰 余 ⾦
繰 越 利 益
剰 余 ⾦

3,942,150 3,635,150 3,635,150 404,280 9,749,045 10,153,325 17,730,625 

剰余⾦の配当 - - - - △ 4,004,829 △ 4,004,829 △ 4,004,829

当期純利益 - - - - 4,602,382 4,602,382 4,602,382

株主資本以外の項⽬の事業
年度中の変動額（純額） - - - - - - -

- - - - 597,552 597,552 597,552 

3,942,150 3,635,150 3,635,150 404,280 10,346,597 10,750,877 18,328,177 

5,300 5,300 17,735,925 

剰余⾦の配当 - - △ 4,004,829

当期純利益 - - 4,602,382

株主資本以外の項⽬の事業
年度中の変動額（純額） 493 493 493 

493 493 598,046 

5,794 5,794 18,333,971 

株主資本等変動計算書

株 主 資 本

資 本 ⾦

資 本 剰 余 ⾦ 利 益 剰 余 ⾦

株 主 資 本
合 計

資 本
準 備 ⾦

資本剰余⾦
合 計

利 益
準 備 ⾦

利 益
剰 余 ⾦
合 計

評 価 ・
換 算 差 額 等 純 資 産

合 計そ の 他
有 価 証 券
評価差額⾦

評 価 ・
換算差額等
合 計

2025年3⽉31⽇残⾼

2024年4⽉1⽇残⾼

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

2025年3⽉31⽇残⾼

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

2024年4⽉1⽇残⾼
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個別注記表

【重要な会計⽅針に係る事項に関する注記】
1.

２．資産の評価基準及び評価⽅法
(1)有価証券

⼦会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 決算⽇の市場価格等に基づく時価法
取得原価と時価との差額の処理⽅法・・・全部純資産直⼊法
売却時の売却原価の算定⽅法・・・・・・移動平均法による原価法

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2)たな卸資産
通常の販売⽬的で保有するたな卸資産

・商品及び製品 移動平均法による原価法
・未成⼯事⽀出⾦、仕掛品 個別法による原価法
・原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の⽅法
(1)有形固定資産

定額法で計算しております。
耐⽤年数についてはビジネスごとに実態に応じた回収期間を反映し、次の通り⾒積もっております。

・建物、構築物
・機械及び装置
・⼯具、器具及び備品

(2)無形固定資産
ソフトウェア

・市場販売⽬的のソフトウェア ⾒込有効期間(3年)における⾒込販売数量に基づく⽅法
・⾃社利⽤のソフトウェア 利⽤可能期間(5年以内)に基づく定額法

その他の無形固定資産 定額法

４．引当⾦の計上基準
(1)貸倒引当⾦

・過去勤務債務の処理⽅法 定額法(10年)
・数理計算上の差異の処理⽅法

(3)商品修理引当⾦

(4)株式報酬引当⾦

なお、収益性の低下したたな卸資産については、帳簿価額を切下げておりま
す。

会社計算規則（平成18年2⽉7⽇法務省令第13号、最終改正 令和7年2⽉28⽇法務省令第5号）に基づいて計算書類を
作成しております。

(2)退職給付引当⾦⼜は
前払年⾦費⽤

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年⾦資産の⾒込額に基づき、当事業年度末において発⽣していると認められ
る額を計上しております。

契約に基づき保証期間内の商品を無償で修理・交換する費⽤の⽀出に備え
るため、過去の実績を基礎として算出した修理・交換費⽤の⾒積額を計上し
ております。

役員等に対する株式報酬の⽀給に備えるため、⽀給⾒込額を計上しておりま
す。

3年〜60年
17年
2年〜15年

債権の貸倒れによる損失に備えるため、⼀般債権については貸倒実績率によ
る計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を
勘案し、回収不能⾒込額を計上しております。

定額法(従業員の平均残存勤務
期間)で按分した額をそれぞれ発⽣
の翌事業年度より処理
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５．収益及び費⽤の計上基準

(1)サービスに関する売上⾼

(2)ハードウェア・プロダクトに関する売上⾼

６．その他の計算書類の作成のための基本となる重要な事項
グループ通算制度の適⽤ グループ通算制度を適⽤しております。

サービスの提供は、通常、(a)当社の履⾏によって提供される便益をその履⾏につれて顧客が同時に受け取って消費する、(b)当社の
履⾏が資産を創出するか⼜は増価させその創出⼜は増価につれて顧客が当該資産を⽀配する、⼜は、(c)当社の履⾏が他に転⽤で
きる資産を創出せず、当社が現在までに完了した履⾏に対する⽀払を受ける強制可能な権利を有している場合のいずれかに該当す
るため、⼀定の期間にわたり充⾜される履⾏義務であります。
サービスの売上⾼は、履⾏義務の完全な充⾜に向けた進捗度を合理的に測定できる場合は進捗度の測定に基づいて、進捗度を合
理的に測定できない場合は履⾏義務の結果を合理的に測定できるようになるまで発⽣したコストの範囲で、認識しております。

継続して役務の提供を⾏うサービス契約（保守サービス等）は、顧客の要求に応じたサービスを契約期間にわたって提供しておりま
す。顧客の要求に迅速に対応するため常に役務が提供できる状態で待機しておく必要があることから役務の提供は待機状態も含めた
⼀定の期間にわたって⾏われているため、サービスが提供される期間に対する提供済期間の割合で進捗度を測定する⽅法に基づいて
売上⾼を認識しております。

ハードウェア・プロダクトを単体で提供する場合は、通常、履⾏義務が⼀定の期間にわたり充⾜されるものでないため、⼀時点で充⾜さ
れる履⾏義務であり、その⽀配を顧客に移転した時点で、取引価格のうち履⾏義務に配分した額を売上⾼として認識しております。
⽀配が顧客へ移転した時点を決定するにあたり、（a）資産に対する⽀払を受ける権利を有している、（b）顧客が資産に対する法
的所有権を有している、（c）資産の物理的占有を移転した、（d）顧客が資産の所有に伴う重⼤なリスクと経済価値を有してい
る、（e）顧客が資産を検収しているか否かを考慮しております。
サーバ、ネットワークプロダクトなど、据付等の重要なサービスを要するハードウェアの販売による売上⾼は、原則として、顧客の検収時に
認識しております。

⼀括請負などの成果物の引渡し義務を負うサービス契約（⼯事、システムインテグレーション等）では、契約の履⾏において、当社で
コストが発⽣し、作業が進捗していくことに伴い、当該顧客のためのオーダーメイドな⼯事等が完成に近づき、顧客が使⽤できる状態に
近づいていくため、原則としてプロジェクト⾒積総原価に対する事業年度末までの発⽣原価の割合で進捗度を測定する⽅法に基づい
て売上⾼を認識しております。
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【会計上の⾒積りに関する注記】

(1) 収益認識

(2) 有形固定資産 有形固定資産合計 570,894千円

(3) 無形固定資産 ソフトウェア 202,605千円

(4) 繰延税⾦資産

(5) 確定給付制度 前払年⾦費⽤ 1,075,398千円

会計上の⾒積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項⽬であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす
可能性があるものは、以下の通りです。

当社は、確定給付型もしくは確定拠出型の退職給付制度を設けています。
運⽤収益の悪化により制度資産の公正価値が減少した場合や、確定給付
制度債務算出にあたっての種々の前提条件（割引率、退職率、死亡率
等）が変更され制度債務が増加した場合には、積⽴状況が悪化し、追加の
費⽤が発⽣する可能性があります。

繰延税⾦資産は、将来減算⼀時差異のうち、将来課税所得に対して利⽤で
きる可能性が⾼いものに限り認識しております。課税所得が⽣じる時期及び⾦
額は、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受ける可能性があり、
実際に⽣じた時期及び⾦額が⾒積りと異なった場合、翌事業年度以降の計
算書類において認識する⾦額に重要な影響を与える可能性があります。

契約資産 384,872千円

ソフトウェアの償却について、市場販売⽬的のソフトウェアについては、⾒込有
効期間における⾒込販売数量に基づいて償却しております。事業環境の変化
等により、販売数量が当初販売計画を下回る場合には、償却額が変動する
可能性があります。

繰延税⾦資産 513,290千円
(繰延税⾦負債と相殺前の⾦額は866,729千円であります。詳細は「税効
果会計に関する注記」をご参照ください。）

有形固定資産の取得原価は、回収期間を反映した耐⽤年数に基づき、減
価償却しております。事業環境の急激な変化に伴う⽣産設備の遊休化や稼
働率低下のほか、事業再編などにより、保有資産から得られる将来キャッシュ・
フロー⾒込額が減少し、投資額の回収が⾒込まれなくなった場合には、減損
損失が発⽣する可能性があります。

⼀括請負などの成果物の引渡し義務を負うサービス契約（⼯事、システムイ
ンテグレーション等）では、契約の履⾏において、当社でコストが発⽣し、作業
が進捗していくことに伴い、当該顧客のためのオーダーメイドな⼯事等が完成に
近づき、顧客が使⽤できる状態に近づいていくため、原則としてプロジェクト⾒
積総原価に対する事業年度末までの発⽣原価の割合で進捗度を測定する
⽅法に基づいて売上⾼を認識しております。⾒積総原価は、プロジェクトごとの
仕様や作業期間、契約に係るリスク等に基づき⾒積もっております。追加コスト
の発⽣や契約⾦額の変更等により原価総額の⾒積りを修正する場合、計算
書類上で認識する⾦額に重要な影響を与える可能性があります。
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【貸借対照表に関する注記】
１．有形固定資産の減価償却累計額
２．関係会社に対する⾦銭債権 短期⾦銭債権 
３．関係会社に対する⾦銭債務 短期⾦銭債務 

【損益計算書に関する注記】
１．関係会社との取引⾼ 営業取引による取引⾼

売上⾼
仕⼊⾼
その他営業取引

営業取引以外の取引⾼
通算税効果額
その他営業取引以外の取引

2．事業構造改善費⽤

【株主資本等変動計算書に関する注記】
１．当事業年度末における発⾏済株式数 普通株式 33,488,000株
２．当事業年度中に⾏った剰余⾦の配当

３．当事業年度の末⽇後に⾏う剰余⾦の配当に関する事項

決議

3,172,988千円 利益剰余⾦ 94.75円 2025年3⽉31⽇2025年6⽉30⽇
定時株主総会

2024年6⽉24⽇
定時株主総会 普通株式

2024年11⽉8⽇
臨時株主総会 普通株式

主に間接部⾨の幹部社員（正規従業員、定年後再雇⽤従業員）を対象
としたキャリア⽀援施策による割増退職⾦等の費⽤であります。

3,035,687千円

969,142千円 2024年12⽉30⽇28.94円

90.65円

配当⾦の総額 １株当たり配当額 効⼒発⽣⽇基準⽇

普通株式

効⼒発⽣⽇

2024年9⽉30⽇

1,047,914千円
11,417,433千円
5,492,650千円

24,824,592千円
12,115,601千円
2,369,691千円

358,767千円
38,643千円

基準⽇決議 株式の種類 配当⾦の総額 配当の原資 １株当たり
配当額

2025年6⽉30⽇

2024年6⽉28⽇2024年3⽉31⽇

株式の種類
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【税効果会計に関する注記】
繰延税⾦資産及び繰延税⾦負債の発⽣の主な原因別の内訳

（単位︓千円）
繰延税⾦資産

未払賞与 652,944 
未払事業税 92,651 
投資有価証券評価損 56,587 
⼦会社株式評価損 56,385 
資産除去債務 13,998 
減価償却費超過額 6,853 
貸倒引当⾦ 4,111 
その他 72,032 

繰延税⾦資産⼩計 955,565 
評価性引当額 △ 88,835

繰延税⾦資産合計 866,729 
繰延税⾦負債

前払年⾦費⽤ △ 335,939
譲渡損益調整 △ 14,837
その他有価証券評価差額⾦ △ 2,660

繰延税⾦負債合計 △ 353,438
繰延税⾦資産の純額 513,290 
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【⾦融商品に関する注記】
１．⾦融商品の状況に関する事項

(1)⾦融商品に対する取組⽅針

(2)⾦融商品の内容及びそのリスク

(3)⾦融商品に係るリスク管理体制
①信⽤リスク（取引先の契約不履⾏等に係るリスク）の管理

②市場リスク（為替や⾦利等の変動リスク）の管理

③資⾦調達に係る流動性リスク（⽀払期⽇に⽀払いを実⾏できなくなるリスク）の管理

(4)⾦融商品の時価等に関する事項についての補⾜説明

当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別⽉別に把握された為替の変動リスクを把握しております。
投資有価証券については、定期的に時価や出資先の財務状況を把握するとともに、出資先との関係を勘案して保有状況を継続
的に⾒直しております。

当社は、製品の販売、サービスの提供にあたり、与信管理の基準及び⼿続きに従い、回収リスクの軽減を図っております。営業債権
については、営業部⾨から独⽴した部⾨が取引先の信⽤状況を審査し、取引先別に回収期⽇及び残⾼を管理し、円滑かつ確実
な回収を図っております。また、貸付⾦については、定期的に貸付先の財務状況を把握し、必要に応じて貸付条件の⾒直しを図っ
ております。
当期の決算⽇現在における最⼤信⽤リスク額は、信⽤リスクに晒される⾦融資産の貸借対照表価額により表わされております。

営業債権である受取⼿形、完成⼯事未収⼊⾦、及び売掛⾦は、顧客の信⽤リスクに晒されております。また、製品の輸出に伴い⼀
部の営業債権は外貨建てであり、為替の変動リスクに晒されております。投資有価証券は、取引先企業との取引関係の維持・強化
を⽬的として政策的に保有する株式等のその他有価証券であり、株式については市場価格の変動リスクや出資先の財政状態の悪化
リスクに晒されております。また、⼦会社に対し貸付を⾏っております。
営業債務である⼯事未払⾦及び買掛⾦並びに未払⾦及び未払費⽤は、概ね1年以内の⽀払期⽇であります。また、部材の輸⼊に
伴い⼀部の営業債務は外貨建てであり、為替の変動リスクに晒されております。

当社は、資⾦収⽀予測を作成し、資⾦需要を把握しております。

当社は、『富⼠通グループ・トレジャリー・ポリシー』に基づいて財務活動を⾏い、事業活動における資⾦需要に基づき、主に富⼠通
キャピタル㈱より資⾦を調達しております。⼀時的な余剰資⾦は、事業活動に必要な流動性を確保した上で富⼠通キャピタル㈱に
預け⼊れをしております。

⾦融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採⽤することにより、当該価額が変動するこ
ともあります。
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２．⾦融商品の時価等に関する事項

(注1)⾦融商品の時価の算定⽅法

資産
投資有価証券
　　こ

(注2)市場価格のない株式等

⾮上場株式は「投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

時価について、株式は取引所の価格によっております。その他有価証券のうち、短期間で決済されるものは、時価は帳簿価格と近
似していることから、当該帳簿価額によっております。また、有価証券に関する注記事項については以下のとおりであります。

　2025年3⽉31⽇における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額並びに当該時価の算定⽅法については、次のとおりであります。
なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注２）をご参照ください）。また、現⾦は注記を省略しており、預⾦、
預け⾦、受取⼿形、完成⼯事未収⼊⾦、売掛⾦、短期貸付⾦、未収⼊⾦、買掛⾦、⼯事未払⾦、未払⾦、未払費⽤並びに預り⾦
は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位︓千円）

407,290
貸借対照表計上額

⾮上場株式
区分

その他有価証券 （単位︓千円）

種類 取得原価 貸借対照表
計上額 差額

株式 1,421 9,876 8,454 

（単位︓千円）

投資有価証券
　その他有価証券 9,876 9,876 - 

資産計 9,876 9,876 - 

貸借対照表
計上額 時価 差額
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【関連当事者との取引に関する注記】
１．親会社及び法⼈主要株主

２．⼦会社
(単位:千円)

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係 取引⾦額 科⽬ 期末残⾼

⼯事の請負及び
材料の仕⼊
(注1､2)

仕⼊⾼ 1,666,961 ⼯事未払⾦
及び買掛⾦ 327,693

資⾦の運⽤受託
（注3) 資⾦の受⼊ -     預り⾦ 800,000

仕⼊⾼ 992,350 ⼯事未払⾦
及び買掛⾦ 243,122

代⾏購買等 281,173 未収⼊⾦ 57,724

資⾦の運⽤受託
（注3、4)

資⾦の受⼊
及び払戻 143,304 預り⾦ 1,210,057 

仕⼊⾼ 2,340,306 ⼯事未払⾦
及び買掛⾦ 926,517

代⾏購買等 1,067,746 未収⼊⾦ 227,936

当社製品の販売
（注2,5) 売上⾼ 404,873 完成⼯事未収⼊⾦

及び売掛⾦ 93,010

資⾦の貸付
（注6) 貸付⾦ 1,225,000 短期貸付⾦ 875,000

（注）1. ⼯事の請負及び材料の仕⼊及び原材料の購⼊については、両社協議のうえ、契約等に基づき決定しております。
2. 取引⾦額には消費税等を含まず、期末残⾼は消費税等を含んで表⽰しております。
3. 資⾦の受⼊については、期間及び市中⾦利等を勘案して決定しております。
4. 富⼠通エフネッツサポート㈱との資⾦の受⼊及び払戻の取引⾦額は、相殺し純額を表⽰しております。
5. 当社製品の販売については、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提⽰し、価格交渉の上で決定しております。
6. 資⾦の貸付における⾦利については、市中⾦利を勘案して決定しております。

⼦会社
サポートサービス等の
委託及び材料の仕⼊
役員の兼任

所有
直接100％

所有
直接51％

⼯事の請負先及び材料の仕⼊
役員の兼任

⼦会社 富⼠通エフネッツサービス㈱ 所有
直接100％

⼯事の請負先及び材料の仕⼊
役員の兼任

サポートサービス等の
委託及び材料の仕⼊

（注1､2)

取引の内容

システム構築サービ
ス等の委託
（注1､2)

富⼠通エフネッツサポート㈱

⼦会社 富⼠通東邦ネットワーク
テクノロジー㈱

所有
直接51％

システム構築サービス等の委託
役員の兼任

⼦会社 ＫＦコネクト㈱

(単位:千円)

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係 取引⾦額 科⽬ 期末残⾼

当社製品の販売
（注1,3) 売上⾼ 24,404,397 完成⼯事未収⼊⾦

売掛⾦及び契約資産 10,101,852

⼯事の請負及び
材料の仕⼊
（注2,3)

仕⼊⾼ 7,022,107 ⼯事未払⾦
及び買掛⾦ 998,634

グループ通算制度に
おける未払⾦

通算
税効果額 358,767 未払⾦ 283,493

（注）1. 当社製品の販売については、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提⽰し、価格交渉の上で決定しております。
2. ⼯事の請負及び材料の仕⼊については、両社協議のうえ、契約等に基づき決定しております。
3. 取引⾦額には消費税等を含まず、期末残⾼は消費税等を含んで表⽰しております。

親会社 富⼠通㈱ 被所有
直接100％

当社製品の販売
⼯事の請負先及び材料の仕⼊
役員の兼任

取引の内容
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３．兄弟会社等

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額
１株当たり当期純利益⾦額

【重要な後発事象に関する注記】
該当事項はありません。

【収益認識に関する注記】
収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計⽅針に係る事項に関する注記」の「収益及び費⽤の計上基準」に記載のとおりであります。

（注） 各注記の記載⾦額はすべて千円未満を切り捨てて表⽰しております。

137円43銭
547円47銭

(単位:千円)

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係 取引⾦額 科⽬ 期末残⾼

資⾦の預⼊
及び払戻 684,644 預け⾦ 6,899,733 

当社製品の販売
(注3､4) 売上⾼ 1,858,736 完成⼯事未収⼊⾦

売掛⾦及び契約資産 1,330,792

⼯事の請負及び
材料の仕⼊
(注4､5)

仕⼊⾼ 810,120 ⼯事未払⾦
及び買掛⾦ 117,954

親会社の
⼦会社 エフサステクノロジーズ㈱ なし ⼯事の請負先及び材料の仕⼊先

⼯事の請負及び
材料の仕⼊
(注4､5)

仕⼊⾼ 1,948,032 ⼯事未払⾦
及び買掛⾦ 700,112

親会社の
⼦会社

富⼠通ディフェンス＆ナショナルセ
キュリティ㈱ なし 当社製品の販売

⼯事の請負先
当社製品の販売

(注3､4) 売上⾼ 1,057,097 完成⼯事未収⼊⾦
売掛⾦ 934,797

(注）1. 資⾦の預⼊については、期間及び市中⾦利等を勘案して決定しております。
2. 富⼠通キャピタル㈱との資⾦の預⼊及び払戻の取引⾦額は、相殺し純額を表⽰しております。
3. 当社製品の販売については、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提⽰し、価格交渉の上で決定しております。
4. 取引⾦額には消費税等を含まず、期末残⾼は消費税等を含んで表⽰しております。
5. ⼯事の請負及び材料の仕⼊及び原材料の購⼊については、両社協議のうえ、契約等に基づき決定しております。

親会社の
⼦会社 資⾦の預託

取引の内容

資⾦の運⽤委託
（注1、2)富⼠通キャピタル㈱ なし

親会社の
⼦会社 富⼠通Ｊａｐａｎ㈱ なし 当社製品の販売

⼯事の請負先及び材料の仕⼊先
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